（平成２３年　４月１日施行）

（平成２３年１２月１日改正）

和歌山県自然公園指導員要綱

１　目的

自然公園（和歌山県立自然公園等をいう。以下同じ。）の保護とその適正な利用の推進のため、県に和歌山県自然公園指導員（以下「指導員」という。）を置く。
２　任務

指導員は、県及び市町村に協力して、自然公園を巡回し、必要な情報の収集及び報告を行い、必要に応じて自然公園利用者に対し自然公園利用の際の遵守事項、マナー、事故防止等の助言及び指導を行うとともに、自然公園の自然保護活動や適正な利用を推進する活動及び研修会への参加に努めるものとする。
３　任務の実施

　　指導員は、前項の任務を行う際、和歌山県自然公園指導員証（別記第１号様式）を携帯するものとする。
４　選任

指導員は、次の各号に掲げる条件を満たす者であって、自然公園で実際に
活動を行っている団体若しくは当該自然公園が所在する市町村長の推薦を受けた者又は第２種自然保護監視員の経験者の中から知事が適当と認める者を選任する。
(1)　自然公園利用者に対し、柔軟な対応で適切な指導ができること。

(2)　自然公園の保護と適正な利用の推進に関心があり、ボランティアとして県及び市町村に協力する意思があること。

(3)　和歌山県立自然公園条例（昭和３４年条例第２号。以下「条例」という。）その他の法令及び自然に関する見識を有し、更なる理解に努めるとともに、他の公園利用者の模範となるよう条例や自然公園利用マナーを遵守すること。

(4)　指導員としての任務を行うことが可能であり、健康であること。
(5)　次のア又イのいずれにも該当しない者であること。

　　 ア　和歌山県暴力団排除条例（平成２３年条例第２３号。以下「条例」と
いう。）第２条第３号に規定する暴力団員等（以下この号において「暴力団員等」という。）であると認められる者。

　　 イ　暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団等
と社会的に非難される関係を有していると認められる者。
５　兼任
指導員は、自然公園指導員（自然公園指導員設置要綱（昭和４３年国発第３０２号）により環境省自然環境局長が委嘱する者をいう。以下「国指導員」という。）を兼ねることを妨げない。
６　選任期間

指導員の選任期間は２年以内とし、期間の途中で選任された指導員については、次回改任期までとする。

７　解任

知事は、指導員がこの要綱に違反した場合その他指導員としてふさわしくないと認められる場合又は本人から申し出があった場合は、解任することができる。
８　報酬

報酬については、無償とする。

９　報告

指導員は、次の各号に掲げる状況その他県及び市町村に報告すべき状況を発見した場合には、和歌山県自然公園指導員自然公園状況報告書（別記第２号様式）により、当該場所を所管する振興局及び市町村に速やかに報告するものとする。ただし、緊急の場合は、この様式によることを要しない。
(1)　条例等の法令に違反する行為
(2)　自然公園の自然環境の変化（外来種の繁殖が顕著になってきた、重要な植物群落の衰退が著しい、草原・湿原等の植物群落中に踏み分け道ができかかっていた、シカ等の食害による自然植生の衰退が著しい等）
(3) 　自然公園利用施設の損傷等（登山道・案内板・指導標等が損傷や老朽化によって危険な状態となっている、トイレが著しく汚れており使用に耐えない、駐車場や園地がゴミ散乱により利用する気にならない等）
(4) 　その他、自然公園利用者の急増等
10　助言及び指導

指導員は、自然公園利用者が次の各号に掲げる行為を行い、又は行おうとしている場合には、当該自然公園利用者に対して助言及び指導を行うものとする。
(1)　植物の採取や損傷、動物の捕獲や殺傷、土石の採取等の自然を傷つける行為
(2)　公共施設の占拠、著しい騒音、ゴミ捨て、指定地以外でのキャンプ、焚き火、湿原への立ち入りなど、自然公園利用上のマナー違反行為
(3)　危険な場所での水泳、不十分な装備での登山、悪天候時の行動等の事故に繋がるおそれが大きい行為
11　自然公園の保護
指導員は、自然公園の保護のため、自然についての調査・啓発活動及び自然を再生する活動を行うよう努めるものとする。
12　自然公園の適正な利用の推進
指導員は、自然公園の適正な利用の推進のため、自然について解説する活動、自然を生かしたイベントの開催及び清掃美化活動を行うよう努めるものとする。
13　研修会への参加

指導員は、第16項に規定する研修会に積極的に参加し、技能向上に努め、他の指導員、国指導員並びに県及び市町村担当者との情報交換を行うよう努めるものとする。
14　報告書の提出

指導員は、毎年４月３０日までに前年度の活動状況について、和歌山県自然公園指導員活動状況報告書（別記第３号様式）を当該活動場所を所管する振興局に提出するものとし、振興局は、当該活動場所が所在する市町村に情報提供するとともに、報告書を取りまとめ、同年５月３１日までに自然環境室に提出するものとする。
15　県及び市町村の指示

県及び市町村は、自然公園に係る任務に関して、指導員に指示を行うことができる。
16　研修会

知事は、指導員の研鑽のため、資料の提供及び研修会を開催することとする。なお、国指導員は、本研修会に参加することができる。
17　補償

指導員がこの要綱に規定する各種任務に従事中に自然公園利用者等の身体若しくは財産に損害を及ぼし、損害賠償責任を負った場合又は怪我をし、若しくは死亡した場合は、県の負担による損害保険により補償を行うものとする。
